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１．計画の基本的事項 

 

(1) 計画の基本的な考え方 

本県の高齢者人口の割合は、戦後一貫して上昇を続け、平成 28 年（2016）に 55 万人を

超え、４人に１人が高齢者となるなど高齢化が急速に進展し、医療・介護サービスの需要

がますます増大することが見込まれている。 
 特に、今後、認知症高齢者や単身・夫婦のみの高齢者世帯が増加していく中で、可能な

限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、

地域包括ケアシステムの構築が求められており、医療と介護の連携を一層推進する必要が

ある。 
本県では、第９次群馬県保健医療計画及び第９期群馬県高齢者保健福祉計画に医療と介

護の総合的な確保についても記載し、両計画に基づいて取組を進めることとしており、群

馬県地域医療介護総合確保計画（令和７年度）についても、両計画を踏まえて策定するも

のとする。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

群馬県における医療介護総合確保区域については、前橋保健医療圏（前橋市）、渋川保健

医療圏（渋川市、榛東村、吉岡町）、伊勢崎保健医療圏（伊勢崎市、玉村町）、高崎・安中保

健医療圏（高崎市、安中市）、藤岡保健医療圏（藤岡市、神流町、上野村）、富岡保健医療圏

（富岡市、甘楽町、下仁田町、南牧村）、吾妻保健医療圏（中之条町、長野原町、嬬恋村、

草津町、高山村、東吾妻町）、沼田保健医療圏（沼田市、片品村、川場村、みなかみ町、昭

和村）、桐生保健医療圏（桐生市、みどり市）、太田・館林保健医療圏（太田市、館林市、板

倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町）の地域とする。 
☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 
□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 
（異なる理由：                       ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域に

おいて安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 

 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復期病

床への転換等を促進する。 
・ 【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必要病床数） 
・ 【県内病床数】 

18,302 床（R4 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 

 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第９次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 
・ 486～513 か所（R4）→519 か所（R7）在宅療養支援歯科診療所数 87 か所

（H29）→95 か所（R7） 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 
・ 42.5 人（H30） → 52 人（R7）訪問看護事業所数 179 か所（H30）→380

か所（R7） 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第９期高齢者保健福祉計画等において予定

している地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修に対して支援を行

う。 

 ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,855 床（R5） →2,083 床（R8） ※R8 までに＋228 床 

・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,324 床（R5） →3,531 床（R8） ※R8 までに＋207 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,993 人（R5） →3,080 人（R8） ※R8 までに＋87 人 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

445 人（R5） →  619 人（R8） ※R8 までに＋174 人 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、看護

師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を推進し、

職員数の増加を図る。 

・ 医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（R7） 
・ 初期臨床研修医の採用数 

115 人（R5）→119 人以上（R7） 
・ 看護職員離職率の低下（病院看護実態調査） 

9.1％（R2）→8.2％（R7） 
・ 診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

65 人（R2）→70 人（R7） 
・ 災害時の亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

24 チーム（H30）→49 チーム（R7) 

 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、介

護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、介護

職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え、介護人材の需給ギャップを解消

する。 
・ R6 介護職員数 37,142 人 → R8 介護職員必要数 40,428 人 

                    ※R8 までに＋3,286 人 

 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
医師の時間外・休日労働時間の上限規制等に対応し、医師の健康を守るとともに、安

全で質の高い地域医療を提供するため、地域での医療提供体制を確保しつつ、勤務医

の働き方改革の取組を進める。 
・ 医師労働時間短縮計画における対象医師の平均時間外・休日労働時間の目標

を達成した医療機関の増加 
0 病院（R5）→3 病院（R7） 

 
イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 前橋医療介護総合確保区域 

人口 326,273 人 

面積 311.59ｋ㎡ 

人口…群馬県年齢別人口統計調査（R6） 面積…国土地理院面積調（R3） 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 ２０ 

在宅療養支援診療所 ８１ 

訪問看護事業所 ８６ 

介護老人福祉施設 ３０ 

介護老人保健施設 １３ 

地域密着型介護老人福祉施設 ８ 

小規模多機能型居宅介護 １９ 

認知症高齢者グループホーム ４０ 

病院…群馬県病院要覧（R7.12.31） 
在宅療養支援診療所…関東信越厚生局届出数（R8.1.1） 
訪問看護事業所…関東信越厚生局届出数（R7.12.1） 
介護老人福祉施設、介護老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設、小規模多機能型居

宅介護事業所、認知症高齢者グループホーム…厚生労働省「介護保険総合データベース」

（R7.6.30）（） 

 
ア 目標 

 前橋医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
 …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 渋川医療介護総合確保区域 

人口 107,658 人 

面積 288.65ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １０ 

在宅療養支援診療所 １７ 

訪問看護事業所 ２１ 

介護老人福祉施設 １１ 

介護老人保健施設 １２ 

地域密着型介護老人福祉施設 ０ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ５ 

認知症高齢者グループホーム ９ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 伊勢崎医療介護総合確保区域 

人口 245,999 人 

面積 165.22ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １１ 

在宅療養支援診療所 ２０ 

訪問看護事業所 ５５ 

介護老人福祉施設 １８ 

介護老人保健施設 ８ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３ 

小規模多機能型居宅介護事業所 １０ 

認知症高齢者グループホーム ２５ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活でき

るよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 高崎・安中医療介護総合確保区域 

人口 419,079 人 

面積 735.47ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 ３０ 

在宅療養支援診療所 ６６ 

訪問看護事業所 ９５ 

介護老人福祉施設 ３８ 

介護老人保健施設 ２４ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３４ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ３１ 

認知症高齢者グループホーム ７９ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保

健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 藤岡医療介護総合確保区域 

人口 63,030 人 

面積 476.74ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 ５ 

在宅療養支援診療所 １１ 

訪問看護事業所 １０ 

介護老人福祉施設  ８ 

介護老人保健施設  ３ 

地域密着型介護老人福祉施設 ０ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ３ 

認知症高齢者グループホーム １０ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 富岡医療介護総合確保区域 

人口 63,895 人 

面積 488.67ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院  ４ 

在宅療養支援診療所 １３ 

訪問看護事業所  ８ 

介護老人福祉施設  １２ 

介護老人保健施設  ５ 

地域密着型介護老人福祉施設 ４ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ４ 

認知症高齢者グループホーム １７ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 吾妻医療介護総合確保区域 

人口 48,463 人 

面積 1,278.55ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院  ８ 

在宅療養支援診療所  １ 

訪問看護事業所  ５ 

介護老人福祉施設  ５ 

介護老人保健施設 ２ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ３ 

認知症高齢者グループホーム １０ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 沼田医療介護総合確保区域 

人口 71,799 人 

面積 1,765.69ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院  ７ 

在宅療養支援診療所  ４ 

訪問看護事業所  ９ 

介護老人福祉施設  ９ 

介護老人保健施設  ５ 

地域密着型介護老人福祉施設 ６ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ７ 

認知症高齢者グループホーム １２ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 桐生医療介護総合確保区域 

人口 147,193 人 

面積 482.87ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １２ 

在宅療養支援診療所 ２０ 

訪問看護事業所 ３３ 

介護老人福祉施設 ２０ 

介護老人保健施設 ８ 

地域密着型介護老人福祉施設 ５ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ６ 

認知症高齢者グループホーム ２４ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福祉

計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活できる

よう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和７年度 
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■ 太田・館林医療介護総合確保区域 

人口 396,136 人 

面積 368.87ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 
  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １９ 

在宅療養支援診療所 ２６ 

訪問看護事業所 ５８ 

介護老人福祉施設 ３３ 

介護老人保健施設 １６ 

地域密着型介護老人福祉施設 １２ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ２０ 

認知症高齢者グループホーム ５１ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 
ア 目標 

 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保

健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

令和７年度 

 

 

 (4) 目標の達成状況 

「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

 

 ＜医療＞ 

・令和５年    ７月 既存事業及び新規事業施策に係る令和６年度の要望について、

県医師会等の関係団体及び各市町村等あて照会 

・令和６年    ２月 群馬県保健医療計画会議において説明 

・令和７年     ８月 群馬県保健医療計画会議において説明 
 

 ＜介護＞ 

・令和５年    ９月 既存事業及び新規事業施策に係る令和６年度の要望について、

県社会福祉協議会等の関係団体及び各市町村等あて照会  
・    １０～１１月 群馬県介護人材確保対策会議及び群馬県高齢介護施策推進協議

会において説明 
・令和７年   １０月 群馬県介護人材確保対策会議において説明 
・令和７年   １０月 群馬県高齢介護施策推進協議会において説明 
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＜関係団体等一覧＞ 

群馬県保健医療計画会議及び群馬県高齢介護施策推進協議会関係 

群馬県医師会 

群馬県病院協会 

日本精神科病院協会群馬県支部 

群馬県歯科医師会 

群馬県薬剤師会 

群馬県看護協会 

群馬県市長会 

群馬県町村会 

群馬県長寿社会づくり財団 

群馬県老人福祉施設協議会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県地域密着型サービス連絡協議会 

群馬県介護福祉士会 

群馬県介護支援専門員協会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県老人クラブ連合会 

認知症の人と家族の会群馬県支部 

群馬県女性団体連絡協議会 

日本労働組合総連合会・群馬県連合会 

群馬 NPO 協議会 

社会保険診療報酬支払基金群馬支部 

全国健康保険協会群馬支部 

群馬県国民健康保健団体連合会 

群馬県労働者福祉協議会 

群馬県民生委員児童委員協議会 

 

文書等照会先 

○医療 

群馬県医師会 

群馬県病院協会 

群馬県在宅療養支援診療所連絡会 

群馬県有床診療所協議会 

群馬県訪問看護ステーション連絡協議会 

各郡市医師会 

群馬県歯科医師会 

各郡市歯科医師会 

群馬県薬剤師会 

○介護 

群馬県看護協会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県老人福祉施設協議会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県地域密着型サービス連絡協議会 

群馬県介護福祉士養成校協議会 

群馬県介護福祉士会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

介護労働安定センター群馬支部 
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群馬県看護協会 

群馬県助産師会 

群馬県栄養士会 

群馬県放射線技師会 

群馬県臨床検査技師会 

群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言

語聴覚士会連絡協議会群馬県歯科衛生士

会 

群馬県歯科技工士会 

日本精神科病院協会群馬県支部 

群馬県精神神経科診療所協会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県介護支援専門員協会 

群馬県医療ソーシャルワーカー協会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県相談支援専門員協会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

群馬県健康づくり財団 

市町村 

各病院 

各有床診療所 

各在宅療養支援診療所 

各訪問看護ステーション 

各看護師等養成所 

各老人保健施設 

各介護医療院 

 

群馬県社会福祉士会 

群馬県理学療法士協会 

群馬県作業療法士会 

群馬県言語聴覚士会 

群馬県地域リハビリテーション支援セン

ター 

群馬県地域包括・在宅介護支援センター協

議会 

群馬県長寿社会づくり財団 

認知症の人と家族の会群馬県支部 

群馬県社会福祉事業団 

伊勢崎市の地域包括ケアを考える会 

群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言

語聴覚士会連絡協議会 

群馬県訪問看護ステーション連絡協議会 

群馬県介護支援専門員協会 

若年性認知症ぐんま家族会 

各郡市医師会 

市町村 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、自己評価を行った上で、群馬県保健医療計画会議及び

群馬県高齢介護施策推進協議会等に報告を行い、必要に応じて見直しを行うなどにより

計画を推進する。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 事業区分１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

         設備の整備に関する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は 

病床数の変更に関する事業 

 事業区分２  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４  ：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６  ：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

 
(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.1（医療分）】 
病床機能分化・連携事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

５５，１３３千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

８５歳以上の高齢者の増加や人口減少がさらに進む２０４０年

に向けて、将来の医療需要を見据え、各地域に相応しいバランス

のとれた病床を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築す

るため、各地域において将来の医療提供体制に係る議論やそれを

踏まえた施設・設備整備を進めるとともに、各医療機関において

今後の医療機能等の方向性に関する検討を促すこと等により、病

床の機能分化・連携を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築する。 
【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必

要病床数） 
【県内病床数】 

18,302 床（R4 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 

事業の内容 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービ

スの総合的な確保が課題となっていることから、病床の機能分

化・連携体制をより一層推進するため、以下の取組を行う。 
・回復期及び慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進めるた

めの在宅医療を推進（施設整備・設備整備） 
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・医療機能の見直し（病床機能の転換、連携等）を進めようと

する医療機関等に対し、専門家による分析等を支援 
・県内の全医療機関が理解を深められるよう、地域医療構想に

関する研修会等を開催する他、医療・介護の連携体制をより強

固にするため、地域の医師会を中心とした医療介護連携拠点の

整備や多職種連携を推進するための人材育成、ICT を活用した

在宅医療・介護連携推進に取り組む。 
・地域医療構想アドバイザーを活用し、データ分析や地域医療

構想調整会議での助言等による議論の活性化を図る。 
 

アウトプット指標 ・分析等支援：２医療機関 
・地域医療構想アドバイザーの地域医療構想調整会議への出席

等：延べ３０回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療構想に関する地域の議論や各医療機関の今後の医療

機能等の方向性に関する検討を促すこと等により、回復期病床へ

の転換及び自主的な病床減等を促進させ、地域医療構想の達成に

向けた病床の機能分化・連携を推進する。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

県内医療機関が医療圏での自らの立ち位置を分析・把握し、地

域医療構想に資する検討を行うために必要な経費に補助を行う

ほか、地域医療構想アドバイザーの活用や地域医療構想研修会

（セミナー）の開催等により、地域医療構想調整会議の協議体制

の充実を図る。 
また、特定の疾患（糖尿病）の治療を迅速かつ効率的に行うこ

とで、急性期病床の効率的な運用や慢性期からの円滑な移行を進

め、地域医療構想の一層の推進を図る。 
地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービス

の総合的な確保が課題となっていることから、病床の機能分化・

連携をより一層推進するため、今後の必要性が見込まれる回復期

病床の整備と回復期及び慢性期病床等から在宅への移行を円滑

に進めるため、地域の医師会を中心とした医療介護連携拠点の整

備や多職種連携を推進するための人材育成等の体制整備を進め、

切れ目のない医療介護連携体制の構築を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

５５，１３３ 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２８，６７０ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１４，３３８ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 
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計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

４３，００８ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

その他（Ｃ） (千円) 

１２，１２５ 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

１，７５９ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

民  

(千円) 

２１，５７８ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.1-2（医療分）】 
病床機能分化・連携事業（過年度分） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

583,188 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将来の医

療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれた病床を確保

し、質の高い効率的な医療提供体制を構築するため、各地域にお

いて将来の医療提供体制に係る議論やそれを踏まえた施設・設備

整備を進めるとともに、各医療機関において今後の医療機能等の

方向性に関する検討を促すこと等により、病床の機能分化・連携

を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築する。 
【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必

要病床数） 
【県内病床数】 

18,302 床（R4 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 

事業の内容 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービ

スの総合的な確保が課題となっていることから、病床の機能分

化・連携体制をより一層推進するため、以下の取組を行う。 
・今後の必要性が見込まれる回復期病床の整備を推進（施設整

備・設備整備）  
・必要病床数具体化のため、自主的な病床減を伴う用途変更を 
促進（改修整備・設備整備） 

アウトプット指標 ・回復期病床整備：110 床  
・病床用途変更：90 床 

アウトカムとアウトプット

の関連 

回復期病床への転換及び自主的な病床減等を促進させ、地域 医
療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携を推進する。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 
－ 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

583,188 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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194,396 194,396 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

97,198 

うち過年度残額 

(千円) 

97,198 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

291,594 

うち過年度残額 

(千円) 

291,594 

その他（Ｃ） (千円) 

291,594 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の

整備に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 
地域周産期医療確保整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

１６，８５２千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 群馬県（一部を公立病院及び公的病院へ委託）、医療機関 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域医療構想の達成に向けた周産期医療体制整備にあっては、施

設間での病床の機能分化・連携等を進める必要がある。 

 アウトカム指標 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築する。 
【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必

要病床数） 

事業の内容 周産期母子医療センターの再整備に係る具体的な検討を進める

とともに、周産期医療機関への救急搬送時間の伸長への対策とし

て、関係機関の対応力向上や連携強化に取り組む。 

アウトプット指標 周産期医療に関する研修会の開催（４回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

周産期医療体制の再構築の方向性が示され、搬送の安全性向上が

図られることで、周産期医療機関における病床の機能分化・連携

等が推進される。 

地域医療構想の関係性及び

スケジュール（注１） 

産婦人科及び小児科医師等が不足している状況を踏まえ、中長期

を見据えた周産期医療体制の整備を進めていくとともに、救急救

命士向け分娩介助研修や新生児蘇生法研修等の実施、周産期緊急

搬送補助システムの導入支援により、医療機関へのアクセスに関

する安全対策を図ることで、周産期医療機関における機能分担と

連携の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

１６，８５２ 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１１，２３４ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

５，６１８ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

１６，８５２ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

４，５６８ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

民  

(千円) 

６，６６６ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の場合の

み記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 
単独支援給付金支給事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

287,052 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県内の医療機関 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロナウイ

ルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への対応を含め、地

域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の構築が必要。 

 アウトカム指標 令和７年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の病床数 

・医療機関数 ５医療機関 

・対象 3区分 再編前稼働病床数７０４⇒再編後稼働病床数５６８ 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した病床機

能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支給する。 

アウトプット指標 対象となる医療機関数 ５医療機関 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想調整会議などの合意を踏まえ自主的に病床数を減少する医

療機関に対し財政支援することにより、知域医療構想の実現に向けた取組

の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

２８７，０５２ 

  

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

２８７，０５２ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

その他（Ｂ） (千円) 

０ 

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注） 

公  

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

民  

(千円) 

２８７，０５２ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

備考  

（注）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 



26 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 
地域包括ケアシステム住民向け普及活動 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,008 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービスを適

切に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム指標 ・訪問診療を実施している病院・診療所数 
 485 か所（H27）→519 か所（R7） 
・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）している病

院・診療所数 194 か所（H27）→286 か所（R7） 

事業の内容 本事業は、地域包括ケアシステムの構築のため、医療・介護サー

ビス提供体制を一体的に整備していく事業として、県が住民向け

普及啓発事業に取り組み、在宅医療の提供体制の充実と医療介護

連携の推進を図る。 

アウトプット指標 （地域包括ケアシステムに係るパンフレットを作成、配布する。 
（配布部数：R6 実績 12,000 部→R7 目標 12,500 部） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

住民向け普及啓発を進めることにより、医療・介護サービスの提

供体制の充実につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,008 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

672 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

336 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,008 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

672 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

0 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



28 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 
在宅医療提供体制推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

617 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービスを適

切に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム指標 ・訪問診療を実施している病院・診療所数 
 485 か所（H27）→519 か所（R7） 
・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）している病

院・診療所数 194 か所（H27）→286 か所（R7） 

事業の内容 在宅医療関係者を構成員とする保健医療計画会議在宅医療推進

部会を開催し、有識者の意見を県施策へ反映する。 

アウトプット指標 在宅医療推進部会の開催：２回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療推進部会を開催することで在宅医療提供体制の充実強

化に関するより実践的な施策の立案が可能となり，在宅医療の提

供体制強化につなげることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

617 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

411 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

206 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

617 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

411 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 
障害者歯科医療充実事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

３３，２１３千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

 

事業の実施主体 群馬県、群馬県歯科医師会 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内の障害者歯科医療体制は、後方病床を有し、常に行動管理の

伴う診療が可能な病院歯科の３次、障害者への診療が可能な県歯

科総合衛生センター等の２次、かかりつけ医として障害者への在

宅医療や口腔管理等を行う１次の連携で成り立っている。 
県内の２次機関は３か所と限られており、在宅歯科患者が重症化

した場合の後方機関としてのニーズに十分応えられていないこ

とから、２次機関の運営及び施設・設備等の整備を行い、在宅患

者への診療体制を充実させる必要がある。現在、群馬県歯科総合

衛生センターでは、１日 20 人程度が受診している状況である。 

 アウトカム指標 受診者数 
3,854 人（令和 5 年度）→ 3,900 人以上（令和 7 年度）  

事業の内容 群馬県歯科総合衛生センターの運営及び２次機関の診療に」必要

な施設・設備を整備する。 

アウトプット指標 ２次機関の運営 １施設、整備施設数 ２施設 

アウトカムとアウトプット

の関連 

２次機関の運営及び施設・設備整備を行うことにより、今まで３

次機関に受診せざるを得なかった患者への選択肢が増加し、在宅

患者に対する診療体制が充実する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

３３，２１３ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

２２，１４２ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

１１，０７１ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

３３，２１３ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 



31 
 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

１８，３１８ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

民  

(千円) 

３，８２４ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

    ０ 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 
在宅歯科保健事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

２４，７３９千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 
 

事業の実施主体 郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅での歯科医療等を望む人に対して、必要な医療サービスを適

切に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム指標 在宅療養支援歯科診療所届出数の増加 

87 か所（H29） → 95 か所（R7） 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、郡市歯科医師会等に在宅歯科医療

連携室を設置し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会、在宅

歯科医療等に関する相談、在宅歯科医療を実施しようとする医療

機関に対する歯科医療機器等の貸出の実施にかかる運営費等に

対する支援を行う。また、在宅歯科医療における貸出設備の整備

も行う。 

アウトプット指標 在宅歯科医療連携室の設置数 7 か所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域における在宅歯科医療の拠点を設置することで、ニーズの把

握はもちろん、潜在的ニーズに訴えることで訪問診療数の上昇が

見込める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

２４，７３９ 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

１６，４９２ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

８，２４７ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

２４，７３９ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

その他（Ｃ） (千円) 

０ 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

１，８２６ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

１４，６６６ 

(千円) 

０ 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

０ 

うち過年度残額 

(千円) 

０ 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 
小児等在宅医療連携拠点事業① 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,452 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよう、医

療・福祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、関係者の人

材育成や患者・家族の負担軽減を図ることが必要である。 

 アウトカム指標 ・小児等在宅医療に対応した医療機関数 

 19 か所（R4） →34 か所以上（R7） 

・小児等在宅医療に対応した訪問看護事業所数 

30 か所（R4） →55 か所以上（R7）  

事業の内容 医療・福祉・教育・行政等の関係者及び患者家族等による連絡協

議会を定期的に開催し、小児等在宅医療の推進に係る課題や対応

等について検討する。 

アウトプット指標 ・小児等在宅医療に関する協議会の開催（２回程度） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

NICU で長期の療養を要した児を始めとする在宅医療を必要とす

る小児等が、在宅において必要な医療・福祉サービス等が提供さ

れ、地域で安心して療養ができるよう、医療・福祉・教育・行政

等の関係機関が協議を行うことにより、地域で在宅療養を支える

体制の構築につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,452 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

968 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

484 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,452 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

0 0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 
小児等在宅医療連携拠点事業② 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

784 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよう、医

療・福祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、関係者の人

材育成や患者・家族の負担軽減を図ることが必要である。 

 アウトカム指標 ・小児等在宅医療に対応した医療機関数 

 19 か所（R4） →34 か所以上（R7） 

・小児等在宅医療に対応した訪問看護事業所数 

30 か所（R4） →55 か所以上（R7） 

事業の内容 小児患者の在宅医療に対応可能な医師や訪問看護師を確保する

ため、県立小児医療センター及び群馬県看護協会等が実施する人

材育成事業に対して補助する。 

アウトプット指標 ・医師向け研修開催：１回（20 名） 
・訪問看護師向け研修開催：１回（70 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療従事者等への研修を実施することにより、小児等在宅医療に

対応できる人材を育成し、関係者の連携体制の構築につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

784 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

522 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

262 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

784 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

0 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



38 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 
訪問看護推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,875千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療が必要な患者に対し、必要な医

療・介護サービスが提供できるよう、訪問看護の提供体制の強化

が求められている。 

 アウトカム指標 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 
42.5 人（H30） → 52 人（R7） 

訪問看護事業所届出数の増加 
179 か所（H30） → 235 か所（R7） 

事業の内容 訪問看護に従事する看護職員の確保及び育成、質の向上を目的と

した研修会等を開催する。 

アウトプット指標 訪問看護研修受講者数：115 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

訪問看護研修の受講者が増加することにより、訪問看護に従事す

る看護職員数及び訪問看護事業所数が増加し、体制が充実する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,875 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,250 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,625 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,875 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 
看護師特定行為研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,183千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、訪問看護事業所、病院等 

事業の期間 令和 7 年 4 月 1 日 ～ 令和 8 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、ますます高齢化が進む中で、在宅医療の推進には特定行為

を行う看護師の活躍が期待されている。 

 アウトカム指標 特定行為研修修了者（累計） 
H30：9 人 → R7：152 人 

事業の内容 在宅医療等の推進を図るため、特定行為研修を修了した看護師を

確保する必要があることから、研修の受講促進を図るために受講

費用を一部補助するとともに、制度周知に係る研修会や関係者に

よる検討会を開催する。 

アウトプット指標 特定行為研修新規受講者数：H30 9 人 → R7 30 人 
特定行為研修派遣機関数：R2 5 機関 → R7 16 機関 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医療需要が多様化する中で、看護職員の資質向上を図ることは、

多職種でのチーム医療の推進、医療安全に大きく寄与し、質の高

い医療サービスが受けられる体制が整備される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,183 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

5,800 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,900 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

8,700 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

8,483 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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5,800 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 
医療型短期入所事業所設備整備費等補助事

業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅の医療的ケア児（者）の家族に対するレスパイトケアの提供

体制の充実が必要である。 

 アウトカム指標 在宅医療と介護を一体的に提供する仕組みを構築する。  

【医療型短期入所事業所数】  

 ８箇所（R6）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R7） 

事業の内容 地域生活を支える在宅医療を充実させるとともに、地域包括ケア

システムの構築のため、医療・介護サービス提供体制を一体的に

整備していく事業として、在宅の医療的ケア児者等に係るレスパ

イトケア等の充実を図る趣旨から、障害者総合支援法に基づく医

療型短期入所事業所における設備整備に対する支援を行う。  

アウトプット指標 医療型短期入所事業所数  
８箇所（R6）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R7） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

短期入所施設における医療的ケア児（者）等の受入れの増加を図

ることにより、レスパイトケアの提供体制の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

12,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

6,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

6,000 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 



43 
 

(千円) 

4,000 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 
小児等在宅医療相談支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,209 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

在宅医療が必要な児（者）の地域における生活を支えるため、身

近な地域で相談支援が受けられる体制の構築が必要 

 アウトカム指標 退院、就園・就学、学齢期以降のライフステージ変更時の支援人

数：５人 

事業の内容 訪問看護事業所・相談支援事業所が、在宅医療が必要な小児等の

ライフステージ変更時等に相談支援をした場合、報酬を支給す

る。 

アウトプット指標 相談件数 のべ１０回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

相談支援事業を実施した事業者に対し財政的な支援をすること

で、身近な地域で相談支援が受けられる体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,209 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,472 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

737 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,209 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 
在宅医療総合支援センター補助 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

88,144 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 公益社団法人群馬県医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

治療や療養を必要とする人が住み慣れた地域で必要な医療・介護

サービスを安心して受けられるようにするためには、在宅医療・

介護関係者の多職種連携体制の強化、在宅医療を担う医療関係職

種の人材育成、県民に向けた啓発活動など、地域包括ケアシステ

ム推進に向け、県全域をまとめる取組推進のための拠点が必要で

ある。 

 アウトカム指標 ・訪問診療を受けた患者数（レセプト件数、年間）  
 173,044 件（R3）→191,041 件（R7）※195,540 件（R8） 

事業の内容 県医師会が行う在宅医療等のための拠点施設の整備に対して助

成する。当拠点においては、研修会等を通じた人材育成、在宅医

療に携わる関係職種の連携推進、県民に向けた啓発活動、災害発

生時や新興感染症発生時へ対応できる体制の構築などに取り組

む予定である。 

アウトプット指標 ・在宅医療等のための拠点施設の整備 １か所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

在宅医療等のための拠点を整備し、県全域で在宅医療等の取組を

推進することで、在宅医療提供体制の充実につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

88,144 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

58,762 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

29,382 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

88,144 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 



47 
 

おける公民

の別（注１） 

0 0 

民  

(千円) 

58,762 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.16（医療分）】 
訪問看護防犯機器等導入経費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,380 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年、訪問先での利用者や家族からのハラスメント等によって心

身の危険を感じる状況が報告されている。そのような事案が発生

した際に、看護師が安心して訪問できるよう、防犯機器を携帯す

ることで、速やかに警備会社に通報できる等、不安なく業務に臨

める体制の強化が求められる。 

 アウトカム指標 訪問看護ステーション従事者数の増加 
815 人（H28） → 2,203 人（R7）    ＊1,856 人（R5） 

事業の内容 訪問看護事業所に対して、防犯機器等の導入経費を補助 

アウトプット指標 訪問看護防犯機器等導入補助件数 100 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

防犯機器の携帯件数が増加し、訪問看護に従事する看護職員が安

心して働ける環境を整えることにより離職を防ぎ、従事者数が増

加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,380 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

920 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

460 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,380 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

920 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.17（医療分）】 
緊急医師確保修学資金貸与 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

223,207 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び

定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7）  

事業の内容 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、群大及び県

外地域枠学生に対する修学資金の貸与を実施することにより、若

手医師の確保を図る。 

アウトプット指標 貸与を受けた医師数（毎年度 27 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域枠学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することにより、県

内医療従事数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

223,207 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

148,804 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

74,403 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

223,207 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

148,408 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.18（医療分）】 
医師確保修学研修資金貸与 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

46,080 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても小児科、産婦人科、外科等の病院勤務医の不足は

深刻な状況にあり、地域の中核病院において診療科の維持に支障

を来している。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7）  

事業の内容 医師不足診療科の医師の確保を図るため、特定診療科（小児科、

産婦人科、外科等）の医師として県内の特定病院に勤務しようと

する者（臨床研修医、専攻医）に対して修学研修資金の貸与を実

施する。 

アウトプット指標 貸与を受けた医師数（R6 年度 33 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療枠学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することによ

り、県内医療従事数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

46,080 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

30,720 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

15,360 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

46,080 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

30,720 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.19（医療分）】 
地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

66,509 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内医療機関で医師不足及び地域偏在が生じているため、地域医

療に従事する若手医師のキャリア形成と医師不足病院の医師確

保を一体的に支援するほか、各地域の医療事情に応じた計画的な

医師配置を行うことで、医師の県内定着や地域偏在の解消を図る

必要がある。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7）  

事業の内容 地域医療に従事する若手医師のキャリア形成の支援、地域医療事

情の調査・検証、医師配置の適正化推進を行うため、地域医療支

援センターを運営する。  

アウトプット指標 ・キャリア形成プログラムの作成数 68（R6）→68 以上（R7） 

・地域枠卒業医師に対するキャリア形成プログラム参加医師数の

割合 100％（R6）→100％（R7） 

・医師のあっせん・派遣 52 人（R4）→52 人以上（R7） 

・地域の医療事情の把握、検証 

・医師確保対策事業の総合的な推進 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療に従事する意思のキャリア形成の支援や、エビデンスに

基づいた医師配置を行う仕組みの構築により、医師確保及び地域

偏在の解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

66,509 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

44,339 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

22,170 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

66,509 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

44,339 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.20（医療分）】 
ぐんまレジデントサポート推進 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,870 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び

定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 ・医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7） 

・臨床研修医の採用数 

115 人（R5）→119 人以上（R7） 

事業の内容 研修医の県内への誘導・確保を図ることで、県内への定着を促し、

県内で従事する医師数の増加を図る。併せて、臨床研修病院への

支援を行うことで、県内研修体制の充実を図る。 

アウトプット指標 ・医学生向け説明会の開催（３回以上）  
・医学生・研修医向けセミナー等の開催（２回以上）  

アウトカムとアウトプット

の関連 

医学生に対し、県内臨床研修病院や専門研修プログラムの特長等

を周知するとともに、研修体制を充実することにより、研修医の

県内への誘導・確保を図る。  

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,870 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

21,246 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

10,624 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

31,870 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

21,246 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.21（医療分）】 
産科医師等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,571 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県内分娩取扱施設、医療機関等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の産科及び産婦人科の医師数、分娩施設数は減少傾向にあ

る。産婦人科等の病院勤務医の不足はとりわけ深刻さを増し、地

域における分娩機能の維持に支障を来していることから、医師の

確保が喫緊の課題となっている。  

 アウトカム指標 ・医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7） 

・分娩施設数  

35 カ所（R5）→維持（R7）  

事業の内容 分娩手当を支給している分娩施設への補助を実施することによ

り、分娩に従事する医師等の勤務環境の改善を行い、産婦人科医

等の確保を図る。併せて、周産期医療従事者育成支援として、群

馬大学大学院医学系研究科又は県内医療機関等が開催する講習

会やセミナーの開催費を補助する。 

アウトプット指標 ・手当支給者数 116 人（R5）→116 人以上（R7）  
・手当支給施設数 16（R5）→16 以上（R7）  
・周産期医療従事者向け研修会の開催（１回以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

分娩手当に係る補助により、分娩に従事する医師等の勤務環境を

改善することで、分娩施設や産科医数の維持又は増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,571 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

14,380 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

7,191 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

21,571 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

14,380 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22（医療分）】 
女性医師等就労環境整備・保育支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

22,070 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師国家試験合格者に占める女性の割合は３割を超え、若年層の

女性医師が増加している。 

女性医師は出産や育児等により離職することも多く、いったん離

職すると医療技術の進歩や知識の移り変わりなどから復職が難

しいため、離職防止や復職に向けた支援が課題となっている。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7） 

事業の内容 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等を支援

するため、相談員の設置や登録サポーターによる子どもの預かり

などの就労環境改善の取組を支援する。 

アウトプット指標 群馬県医師会が運営する保育サポーターバンクの利用者数の増

加  
登録医師数 250 名（R6.1 月時点）→ 255 人（R7.3 月末）  

アウトカムとアウトプット

の関連 

保育サポーターバンクの利用を促進することで、女性医師等の離

職を防止し復職を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

22,070 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

14,713 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

7,357 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

22,070 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

14,713 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.23（医療分）】 
専門医認定支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

143 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

専門医制度による専攻医の確保に向け、県内の専門研修プログラ

ムの充実・周知を図り、即戦力となる医師の確保・県内定着を図

る必要がある。  

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7）  

事業の内容 専門医制度による専攻医の確保のため、基本領域別に基幹施設や

県医師会等による協議を開催するとともに、専攻医となる研修医

への県内プログラムの情報提供や説明会を開催し、専攻医の確保

を図る。  

アウトプット指標 県内の専門研修プログラムの情報提供（県ホームページ更新１回

等）  

アウトカムとアウトプット

の関連 

専攻医の県内誘導・確保により、県内医療従事医師数の増加を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

143 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

95 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

48 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

143 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

95 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.24（医療分）】 
医学生修学資金貸与 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

55,200 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び

定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 ・医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7） 

・臨床研修医の採用数  

115 人（R5）→119 人以上（R7） 

事業の内容 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、県外医学部

に通う本県出身者及び県外出身者の医学生（５、６年生）に対す

る修学資金の貸与を実施することにより、若手医師の確保を図

る。 

アウトプット指標 （５年生）15 名（令和 7 年度新規貸与予定者）  
（６年生）8 名（令和 6 年度貸与継続者）  

アウトカムとアウトプット

の関連 

貸与を受けた医学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することに

より、県内医療従事者数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

55,200 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

36,800 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

18,400 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

55,200 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

36,800 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.25（医療分）】 
医療勤務環境改善支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,861 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師・看護職員等の医療スタッフ離職防止や医療安全確保を図る

ためには、各医療機関が、計画的に勤務環境改善に向けた取り組

みを総合的に支援する体制を構築する必要が生じた。  

 アウトカム指標 医療従事者の離職率の低下  

8.1％（H30）→7.6％（R7） 

事業の内容 各医療機関の勤務環境改善に対する自主的な取り組みを支援し

ていくため、研修会の開催やアンケート調査等を実施し、医療従

事者の離職防止や医療安全の確保等を強化する。  

アウトプット指標 センターが支援を実施する医療機関数 40 病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

勤務環境改善への取り組みが進むことにより、医療従事者の離職

率が下がり、医療安全の確保が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,861 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,240 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

621 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,861 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

1,240 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.26（医療分）】 
小児初期救急医療導入推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,092 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（郡市医師会へ委託） 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小児科の閉鎖や

小児救急医療を担う医師が不足していることから、基幹病院の小児科

医の負担軽減が課題となっている。 

 アウトカム指標 県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→294 名以上（目

標年次 R7） 

事業の内容 小児初期救急に対応できる医療機関及び医師を確保するため、各地域

の内科医を対象とした小児医療に関する研修を実施する。 

アウトプット指標 内科医の小児医療への参加 

小児の診療を実施する休日・夜間急患センター等の数 

11 か所（H31（R1））→維持（R7） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

内科医等の小児医療への参加により、小児科医の負担が軽減され、小児

科医の増加に貢献する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,092 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

728 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

364 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,092 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

728 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

728 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.27（医療分）】 
小児救急医療支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

131,786 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（病院へ委託） 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小児科の閉鎖や

小児救急医療を担う医師が不足していることから、基幹病院の小児科

医の負担軽減が課題となっている。 

 アウトカム指標 県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→294 名以上（目

標年次 R7） 

事業の内容 二次救急医療体制を維持するため、県内を４ブロックに分け、小児科を

標榜する病院が輪番を組むことにより、休日・夜間における小児二次救

急医療提供体制を整備する。 

アウトプット指標 小児二次救急医療体制の維持 11 病院 

受入れ不能日（空白日）ゼロの維持 

アウトカムとアウトプット

の関連 

複数の医療機関による輪番制により、医師１人あたりの当直回数が減

少するなど、小児科医の負担が軽減される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

131,786 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

87,857  

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

43,929 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

131,786 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

73,398 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

14,459 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 14,459 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.28（医療分）】 
子ども医療電話相談事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,738 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（民間業者へ委託） 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小児科の閉鎖や

小児救急医療を担う医師が不足していることから、基幹病院の小児科

医の負担軽減が課題となっている。 

 アウトカム指標 県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→294 名以上（目

標年次 R7） 

事業の内容 子育て中の親の不安軽減や症状に応じた適切な医療の受診を促す相

談・助言を行うため、休日夜間の電話相談事業を実施する。 

アウトプット指標 子ども医療電話相談の年間相談件数 

27,297 件（H30）→27,000 件以上（R7） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

適正受診の普及により、特に休日夜間救急に携わる小児科医の負担が

軽減される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,738 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

14,492 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

7,246 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

21,738 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

119 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

14,373 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注３） 

(千円) 

14,373 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.29（医療分）】 

新人看護職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

52,143 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、病院等 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要がますます高ま

る中、新人看護職員が基礎的な能力を養うための研修を着実に実

施することで、看護の質の向上と早期の離職の防止を図ることが

求められている。 

 アウトカム指標 新卒看護職員離職率の低下（R2 9.1％ → R7 8.2％） 

事業の内容 看護職員の慢性的な不足が見込まれていることから、臨床研修

等の即戦力としての資質向上を図る研修を実施し、看護の質の

向上や早期離職防止を図る。 

アウトプット指標 ・新人看護職員研修補助金申請施設数（R2 45 施設 →R7 51
施設以上） 

・研修受講者数（R2 1,279 人 → R7 1,300 人） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

新人看護職員研修の受講を通じて臨床実践能力の向上を図ると

ともに、看護基礎教育との乖離を防ぐことにより、新人看護職員

の離職を防止し、定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

52,143 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

18,609 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

9,305 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

27,914 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

24,229 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

18,609 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,457 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.30（医療分）】 
看護職員資質向上推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,960 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日   

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高度化・専門化する医療や多様化するニーズに対応するため、高

い専門性を有する看護職員の養成が求められている。 

 アウトカム指標 看護職員離職率の低下（R4 9.1％ → R7 8.1％）   

事業の内容 高い専門性を有する看護職員の確保や資質の向上が課題となっ

ていることから、看護職員に対する資質向上研修を実施すること

により専門性の向上を図る。 

アウトプット指標 各研修の受講者数  
・実習指導者講習会修了者数（特定分野含む）  

 ～R7（累計）1,880 名  

・専任教員養成講習会修了者数  

 ～R7（累計）170 名  

・看護補助者の資質向上研修受講者数 230 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・実習指導者講習会修了者数が増加することにより、専門職とし

ての知識・技術・態度の向上を通じてキャリアを形成し、高い専

門性を備えた看護職員数の増加を図る。  

・専任教員養成講習会修了者数が増加することにより、養成所等

における教育の質向上を図る。  

・看護補助者に資質向上のための研修を行うことにより、看護チ

ームの一員として効果的に活用され、看護職員が専門性を必要と

する業務に専念できる体制を整備する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,960 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

9,573 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,787 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

14,360 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

600 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

9,573 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

8,950 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.31（医療分）】 
院内研修用設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,590 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

看護職員の慢性的な不足が見込まれていることから、新人看護職

員や復職した看護職員の即戦力としての役割が高まっており、勤

務する医療機関での職場研修の充実が重要となっている。 

 アウトカム指標 看護職員離職率の低下（R4 9.1％ → R7 8.1％） 

事業の内容 院内研修等で使用する看護実習シミュレーター等の設備整備の

補助を実施することにより、病院に勤務する看護職員の個々の看

護技術の向上を図る。 

アウトプット指標 院内研修用設備整備事業の補助件数  5 件以上 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

院内研修を実施することにより、専門職としての知識・技術の向

上を通じてキャリアを形成し、高い専門性を備えた看護職員数の

定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,590 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,196 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

599 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,795 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

1,795 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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1,196 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.32（医療分）】 
看護師等養成所運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

229,900 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日   

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、在宅医療の推進等により看護師等への需要が増えていくこ

とが予想されることから、看護師等養成所による看護師等の確保

が必要である。   

 アウトカム指標 補助対象養成所卒業生の県内就業率：70％以上  

事業の内容 看護職員の慢性的な不足が見込まれているなか、看護師等養成所

による安定的で質の高い看護師の養成が重要であることから、看

護師等養成所の運営費に対する補助を実施することにより、看護

師等養成所の安定的な運営及び教育の質の維持・向上を図る。ま

た、養成所への支援を通して学生の負担を軽減するとともに、卒

業後の他県への流出の減少を図る。   

アウトプット指標 運営費補助件数：R7 15 校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所への支援を通じ、養成所の安定的な運営及び教育

の質の維持・向上を図り、看護師等養成所定員を維持することで

看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

229,900 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

153,266 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

76,634 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

229,900 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

153,266 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



82 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.33（医療分）】 
院内保育施設運営費・施設整備費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

180,438千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院または診療所 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

若い医師・看護師等の医療従事者が勤務する上で、保育の需要は

高く、離職の防止や再就業の促進において必要性が高い。 

 アウトカム指標 看護職員離職率の低下（R4 9.1％ → R7 8.1％） 

事業の内容 医療従事者の離職防止及び再就業促進を図るため、病院内保育施

設の充実が必要となっていることから、病院内保育施設の運営費

の補助を実施することにより、病院内保育施設の安定的な運営を

支援する。 

アウトプット指標 院内保育所運営費補助の件数 
R2 33 カ所 → R7 33 カ所以上 

アウトカムとアウトプット

の関連 

病院内保育施設の運営費を補助することで、病院内保育施設の安

定的な運営を支援し、医療従事者の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

180,438 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

75,498 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

37,749 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

113,247 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

67,191 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

75,498 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.34（医療分）】 

ナースセンター事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

25,590 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（群馬県看護協会委託） 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

潜在看護師等の再就業と定着を推進することで、地域や施設にお

ける看護職員の偏在解消を進めていくことが必要である。  

 アウトカム指標 看護職員の再就業者数（ナースセンター事業によるもの）  

R2 267 人 → R7 500 人  

事業の内容 潜在看護師等の就業の促進及び定着を図る事業を行うため、県

看護協会をナースセンターに指定し、業務を委託している。  

事業内容は、無料職業紹介事業（ハローワークとの連携含む）、

看護力再開発講習会、潜在看護職員復職支援研修、看護師等届

出制度の周知等を行っている。  

アウトプット指標 ・無料職業紹介の相談件数 R1 3,086 件 → R7 4,000 件  
・復職支援研修参加者 R3 6 人 → R7 15 人  

アウトカムとアウトプット

の関連 

無料職業紹介や復職支援研修を実施することで、看護職員の再就

業を促す。  

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

25,590 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,748 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,875 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

11,623 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

13,967 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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7,748 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

7,748 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.34（医療分）】 

看護職員確保対策 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,316 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年の少子化と看護職を目指す学生の減少により今後ますます

看護職確保は困難になるため、看護職員の総合的な確保対策が必

要である。  

 アウトカム指標 ・県内看護職養成校入学者数  

・県内看護職員就業者数の増加  

R4：25,120 人 → R7：25,300 人  

事業の内容 看護の魅力や活躍の場、県内の看護大学・養成校・病院等の情

報をまとめて掲載し、中高生や看護学生、潜在看護職などが県

内の情報を効率的に収集できるようにすることで、県内進学・

就職を促進するためのポータルサイトを開設し、運営する。  

また、県内就職促進のため、医療機関の採用担当者向けに施設

の魅力発信や若者向けの周知方法に関するオンライン研修を実

施する。  

アウトプット指標 ・看護職ポータルサイトの設置運営開始  
・看護職採用力強化研修参加施設数：R7 60 施設  

アウトカムとアウトプット

の関連 

ポータルサイトの設置運営や採用力強化研修を実施することで、

看護学生の増加および看護職員の県内就業を促す。  

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,316 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,877 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,439 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,316 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,877 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

2,877 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.36（医療分）】 
看護師等養成所施設・設備整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,568 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要が高まることが

予想されることから、看護師等養成所による看護職員の養成を確

保する必要がある。  

 アウトカム指標 補助対象養成所卒業生の県内就業率：70％以上   

事業の内容 看護師等養成所による看護職員の養成を支援するため、校舎の新

築・増改築に係る施設整備費やシミュレーター等の設備整備費の

補助を行うことにより、教育環境の改善や学生負担の軽減を図

る。 

アウトプット指標 施設・設備整備費補助件数：5 校 以上    

アウトカムとアウトプット

の関連 

看護師等養成所への支援を通じ、養成所の安定的な運営及び教育

の質の維持・向上を図り、看護師等養成所定員を維持することで

看護職員数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,568 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2.189 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,095 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

3,284 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

3,284 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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2,189 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.37（医療分）】 
感染管理認定看護師研修支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,800千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院、訪問看護事業所、介護老人保健施設 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

新型コロナウイルス感染症に係るクラスター発生の防止、感染対

策の強化にむけ、感染症に関する専門的な知識と技術を備えた看

護サービスの提供が求められている。 

 アウトカム指標 県内感染管理認定看護師数       
R2 44 人 → R7 73 人 

事業の内容 感染管理にかかる認定看護師教育課程に看護師を派遣する病院

等に対し、病院等が負担した受講費用等を一部補助する。 

アウトプット指標 感染管理認定看護師研修補助人数 4 人 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

感染管理に係る認定看護師及びその指導を受けた看護師による

水準の高い看護サービスを提供することにより、感染拡大を防止

するとともに、看護ケアの質の向上が図られる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,800 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,933 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,467 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,400 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

4,400 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

2,933 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.38（医療分）】 
看護師勤務環境改善施設整備費補助事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,983千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

多様化する医療ニーズに対応し、適切な医療サービスを提供できる職

場環境の整備が必要。また、病院に勤務する看護職員の就労促進と定着

化のため、看護職員が働きやすい合理的な病棟づくりなどの勤務環境

改善が課題となっている。 

 アウトカム指標 看護職員離職率の低下（R4 9.1％ → R7 8.1％） 

事業の内容 県内病院に勤務する看護職員が効率的で働きやすい勤務環境を整備す

るため、ナースステーションやカンファレンスルームなど必要な施設

整備を支援する。 

補助対象先は、前年度に要望の調査を行う。 

アウトプット指標 勤務環境改善に取り組む医療機関数：1カ所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

適正な医療サービスの提供や働きやすい職場環境を整備することによ

り、看護職員の確保及び離職率の低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,983 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,774 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

887 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,661 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

5,322 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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1,774 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.39（医療分）】 
救急医療専門領域医師研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,519 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

全国的に救急搬送件数が増加傾向にあり、救急搬送先の決定まで時間

を要していることから、病床機能の分化の一環として、二次救急病院等

の受入体制を強化する必要がある。 

 アウトカム指標 診療科別医療施設従事医師数（救急科）  

現状 65 人（R2）→70人（目標年次 R7） 

事業の内容 本事業は、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携に

ついて、医療機関の自主的な取組及び医療機関相互の協議により進め

られることを前提として、これらを実効性のあるものとする事業とし

て、救急医療に係る専門的な実地研修（急性心筋梗塞、小児救急、重症

外傷、脳卒中）を実施することにより、救急医療体制の質の向上を図る。 

アウトプット指標 研修受講者 100 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

２次機関を対象とした救急医療に係る研修を行うことで、救急医療体

制の質の向上を図るとともに、その機能に応じた総合連携を図り、地域

が一体となって対応できる体制が構築される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

6,519 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

4,346 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

2,173 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

6,519 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

 (千円) 

4,346 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.40（医療分）】 
災害医療研修 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

災害時における急性期医療から亜急性期医療への引継ぎが課題

となっている一方で、急性期を対象とした研修・訓練は整備され

ているが、亜急性期を対象とした研修・訓練は行われておらず、

担い手となる医療従事者の確保・育成が必要である。 

 アウトカム指標 亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

24 チーム（H30）→49 チーム（R7) 

事業の内容 災害時、五師会がチームを編成して円滑に医療救護活動ができる

ように、県医師会が実施する災害医療研修（亜急性期）に対して

支援。 
（五師会：医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、柔道整復

師会） 

アウトプット指標 研修修了者 59 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修修了者の増加に伴い、亜急性期に活動できる医療救護チーム

が増加する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

334 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1.000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.41（医療分）】 
医師育成留学支援事業補助金 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び

定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）  

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R7）  

事業の内容 群馬大学医学部附属病院に所属する医師が、国外又は県外の先進

的な医療機関等において研修を実施することに対して、その必要

経費の一部を補助することにより、同病院の魅力向上にもつな

げ、若手医師をはじめとした後進の確保と育成を推進することを

目的とする。 

アウトプット指標 補助を受けた医師数（２名）  

アウトカムとアウトプット

の関連 

国外又は県外の先進的な医療機関での研修後、群馬大学医学部附

属病院で従事することにより、同病院の魅力向上と後進の確保、

育成を推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,334 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

2,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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0 0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.42（医療分）】 
薬剤師の知識・技能向上及び人材確保対策

事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,100 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（公益社団法人群馬県薬剤師会及び一般社団法人群馬県病

院薬剤師会へ委託 ） 

事業の期間 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

令和５年６月に厚生労働省から示された「薬剤師偏在指標等につ

いて」（厚生労働省医薬局総務課 事務連絡）において、全国の薬

剤師の現在及び将来（2036 年時点）の需給状況（以下「偏在指標」

という。）が示され、本県は 2036 年時点で病院薬剤師偏在指標、

薬局薬剤師の偏在指標が、目標年次（2036 年）において到達すべ

き薬剤師の偏在指標の水準である１．０（目標偏在指標）を下回

る結果が示された。 

これを受け群馬県では、薬剤師確保計画を第９次群馬県保健医療

計画の中で定め、当該確保計画に基づき偏在を解消することに努

めることとしている。 

 アウトカム指標 2026 年時点における病院薬剤師偏在指標を 2023 年現在の値

（0.74）よりも改善させる。 

2036 年時点の病院・薬局ともに偏在指標 1.0 を目指す。 

事業の内容 １ 薬剤師復職支援事業 
（１）薬局薬剤師に対する復職支援事業 
   医療従事者等の確保・養成のための事業として、薬局を対

象に、薬局薬剤師の復職支援事業を実施。また、事業に参加

した薬剤師の知識・技能の向上を図る。 
（２）病院薬剤師に対する復職支援事業 

医療従事者等の確保・養成のための事業として、医療機関

を対象に、病院薬剤師の復職支援事業を実施。また、事業に

参加した薬剤師の知識・技能の向上を図る。 
２ 病院薬剤師確保対策事業 
  病院薬剤師確保のための就職説明会を実施する。 

アウトプット指標 １ （１）、（２）事業の開催回数（各１回／年） 
（１）、（２）事業への参加人数（各５人／年） 
２ セミナーの開催回数（１回／年） 
  セミナーへの参加人数（５０人／年） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

研修会やセミナーを開催することにより、県内潜在薬剤師の掘り

起こしや県内病院における薬剤師の新規確保が期待でき、薬剤師
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の偏在解消に寄与することとなる。 

また、事業に参加することで薬剤師の知識・技能向上が期待でき

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,100 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,400 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

700 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,100 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,400 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,400 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基    金充当額（国費）にお

ける公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
 

 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.43（医療分）】 
訪問看護における暴力・ハラスメント対策

研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

213 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

近年、訪問先で、利用者や家族からのハラスメント等によって心

身の危険を感じる状況が報告されている。そのような事案が発生

した際に、訪問看護事業所の管理者および職員が、訪問看護の現

場における危険性の判断ができる知識・技術を習得し、暴力・ハ

ラスメントを防止できる体制の構築が求められている。 

 アウトカム指標 訪問看護ステーション従事者数の増加 
815 人（H28） → 2,203 人（R7）    ＊1,856 人（R5） 

事業の内容 訪問看護における暴力・ハラスメント対策のための研修 

アウトプット指標 訪問看護における暴力・ハラスメント対策研修の開催 １回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

スタッフ、管理者双方の暴力・ハラスメントに対する基礎知識と

対応能力を習得することで、安全に安心した訪問看護活動の勤務

環境改善をし、離職防止につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

213 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

142 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

71 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

213 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

142 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民

の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が

事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ６．勤務医の働き方改革の推進に関する事業 

事業名 【No.44（医療分）】 
地域医療勤務環境改善体制整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

167,539 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

２０２４年４月から医師に対する時間外労働の上限規制の適用

が開始され、地域での医療提供体制を確保しつつ、医師の労働時

間短縮を強力に進めていくため、必要かつ実効的な施策を講じ

る必要がある。 

 アウトカム指標 医師労働時間短縮計画における対象医師の平均時間外・休日労働

時間の目標を達成した医療機関の増加  

０病院（R5）→３病院（R7） 

事業の内容 地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている

医療機関に対して、医師の労働時間短縮のための体制整備に関す

る支援を行う。 

アウトプット指標 ICT を活用した労働時間短縮の取組の新規実施件数 ４病院 

アウトカムとアウトプット

の関連 

労働時間短縮のための体制整備を支援することで、医師の労働時

間が短縮され、医師労働時間短縮計画における目標達成が図られ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

167,539 

  

基金 国（Ａ）  

(千円) 

111,692 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

55,847 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

167,539 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

111,692 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注

１） 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業

を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 
 (1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分） 
群馬県介護施設等の整備に関する事業 

【総事業費（計画期間の

総額）】 

2,072,798 千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医

療・介護ニーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを推進する。 

 アウ

トカ

ム指

標 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進する。 

 

 ・地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,855 床（R5） →2,083 床（R8） ※R8 までに＋228 床 

・認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,324 床（R5） →3,531 床（R8） ※R8 までに＋207 床 

・小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,993 人（R5） →3,080 人（R8） ※R8 までに＋87 人 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

445 人（R5） →  619 人（R8） ※R8 までに＋174 人 

 

事業の内容  

① 地域密着型サービス等の整備に対する助成を行う。 

② 介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

③ 介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対し 

て支援を行う。 
④ 介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な経費に対 
し支援を行う。 
 

アウトプット指

標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第９期介護保険事業支援計画等に

おいて予定している地域密着型サービス施設等の整備を支援することによ

り、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 
 

アウトカムとア 地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修を行うことによ



107 
 

ウトプットの関

連 

り、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるようにする。 

 

事 業 に 要

す る 費 用

の額 

事業内容 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ）（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都道府県

（Ｂ） 

①地域密着型サー

ビス施設等の整備 

(千円) 

1,276,704 

(千円) 

851,136 

(千円) 

425,568 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経

費 

(千円) 

796,094 

(千円) 

530,729 

(千円) 

265,365 

(千円) 

0 

③介護保険施設等

の整備に必要な定

期借地権設定のた

めの一時金 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

④介護サービスの

改善を図るための

既存施設等の改修 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑤民有地マッチン

グ事業 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑥介護施設等にお

ける新型コロナウ

イルス感染拡大防

止対策支援事業 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

⑦介護職員の宿舎

施設整備 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

2,072,798 

 

基
金 国（Ａ） 

 

(千円) 

1,381,865 

うち過年度残額 

(千円) 

1,381,865 

都道府県（Ｂ） 

 

(千円) 

690,933 

うち過年度残額 

(千円) 

690,933 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

2,072,798 

うち過年度残額 

(千円) 

2,072,798 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額 

（国費）に

おける公民

の別 

公 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民 うち受託事業等 うち過年度残額 
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（注３） 

（注４） 
(千円) 

0 

(千円) 

0 

備考  
（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別と

しては、「公」に計上するものとする。 

 
 (2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 （事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 
 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１（介護分）】介護人材確保対策会議 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

200 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 介護関係団体や関係行政機関等を構成員とする介護人材確保対

策会議を開催する。 

アウトプット指標 会議の開催回数 ２回 

介護人材確保対策の総合的な推進 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本県における介護人材確保対策を検討・推進するため、介護関係

団体や関係行政機関等を構成員とする介護人材確保対策会議に

おいて、情報を共有し、緊密な連携を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

200 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

133 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円)  
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67 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

200 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

133 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施等

事業 

事業名 【No.２（介護分）】介護事業者等認証評価

事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,448 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 群馬県が、人材育成及び処遇・職場環境の改善に積極的に取

り組む介護事業者を「ぐんま介護人材育成宣言」事業者として

認定し、その取組を広く公表する。また、宣言事業者のうち、

一定の基準を満たした介護事業者を、認証事業者として認証す

る。 

アウトプット指標 ・宣言認定  各年２５事業者 

・認証    各年３事業者 

アウトカムとアウトプット

の関連 

人材育成や処遇、職場環境改善の取組を積極的に行う事業者を認

定し、その取組を公表することにより、若者や求職者等の介護業

への参入を促進するとともに、職員の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,448 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,632 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円)  
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1,816 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

5,448 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,632 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

3,632 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.３（介護分）】介護への理解促進事業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

3,501 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成校、介護福祉士養成校協議会、介護労働安定セン

ター、老人保健施設協会等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 ○介護人材参入促進事業 

介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組及び介護

や介護の仕事への理解を促進する研修等の実施を支援する。 

○介護への理解促進事業 

介護関係団体や介護事業者等が行う介護の魅力を発信する取

組及び介護や介護の仕事への理解を促進する研修等の実施を支

援する。 

アウトプット指標 ・研修への参加人数 3,000 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護関係団体が行う介護への理解促進事業を支援することで、介

護職に対する理解と参入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,501 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,334 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,167 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

3,501 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,334 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」の拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.４（介護分）】福祉マンパワーセンター

事業（福祉・介護の仕事イメージアップ事業） 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

513 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 〇社会福祉施設の見学会を実施する。 
〇介護の魅力発信イベント等の開催。 

アウトプット指標 〇社会福祉施設等見学会（２施設） 参加者２０名 
〇介護の魅力発信イベント（１回） 参加者１００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

〇求職者を対象とした社会福祉施設等の見学会を実施すること

により、介護職場に対する理解と参入の促進を図る。 

〇介護の仕事の魅力を発信することにより、介護人材のすそ野を

拡大する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

513 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

342 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

171 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

513 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

342 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

342 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事  

     業 

（イ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチン

グ機能強化事業） 

事業名 【No.５（介護分）】訪問介護人材参入促進 
 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

978 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 訪問介護事業所の職場説明会、職場体験、セミナーを組み合わせ

た求職者向けイベントの開催 

アウトプット指標 求職者向けイベント（最大 12 回） 参加者数 100 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護の仕事の魅力の発信や職場説明会・職場体験等を通じた介護

現場の具体的な情報提供等を行う取組を推進する事により、訪問

介護に対して抱いているイメージを向上させ、採用のミスマッチ

を防止しつつ、ニーズに合った介護人材の確保及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

978  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

652  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

326  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ）     (千円) 

978 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

    (千円) 

652 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

652 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした

介護の職場体験等事業 

事業名 【No.６（介護分）】介護の職場体験事業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

1,306 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者団体等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 若者・女性・高年齢者など多様な介護未経験者等に向けて介護事

業者団体等が行う職場体験を含む研修等を支援する。 

アウトプット指標 ・介護の職場体験による参入促進（職場体験参加人数 30 名/回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護未経験者等を対象として、団体等が実施する職場体験を含む

研修等に対する支援を行うことにより、介護職に対する理解と参

入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,306 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

870 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

436 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

1,306 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 
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0 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

870 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野拡大」 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手確保事業 

     （イ 助け合いによる生活支援の担い手の養成事業） 

事業名 【No.７（介護分）】生活支援の担い手確保事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

880 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

高齢者が地域で暮らす上で必要な生活支援サービスの充実や、生

きがい、役割をもって生活できるよう社会参加の促進を図る。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 高齢者の生活支援・社会参加活動を通じた地域づくりに取り組む

官民の関係者が参加するプラットフォームを構築し、市町村や生

活支援コーディネーター・協議体の活動と地域の多様な主体との

活動をつなげるための広域的支援を行う。 

アウトプット指標 ・プラットフォームによる交流会 参加者数 ６０人 

 

アウトカムとアウトプット

の関連 

プラットフォームにより地域活動の実践者と活動に興味・関心の

ある人、サービスを必要とする高齢者の支援者・協議体のマッチ

ングを図り、地域における支え合いの地域づくりを推進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

880  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

587  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

293  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

 

    (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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880 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

    (千円) 

587 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

587 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手支援事

業 

    イ 助け合いによる生活支援の担い手養成事業 

事業名 【No.８（介護分）】元気・活躍シニア地域

支えあい活動支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

735 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県長寿社会づくり財団 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 介護予防推進のボランティア活動等に役立つ実用的な学習の機

会を提供することで、元気な高齢者の社会参加及び生活支援の担

い手としての活躍を推進するとともに、要支援者の増加を抑制

し、高齢者が元気でいつまでも社会との関わりを持つことができ

る、明るく活力のある長寿社会の実現を目指す。 

アウトプット指標 ・若返りリトミック講座 受講者 90 名 

・子育て応援ボランティア講座 受講者 30 名 

・感覚トレーニング講座 受講者 120 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

子育て応援ボランティア講座等の介護予防推進のボランティア

活動等に役立つ講座等により元気な高齢者の社会参加や生活支

援の担い手としての活躍の推進を図る。 

※子育て応援ボランティア講座等を実施することで、高齢者が社

会参加や社会的役割を担うきっかけとなり、結果的に地域の人と

の交流を持つこと等で心身機能の維持や改善等に繋がることか

ら介護予防を推進する一助となる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

735  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

うち過年度残額 

(千円)  
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373 

都道府県 

（Ｂ） 

 

     (千円) 

187  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

560 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）     (千円) 

175  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

373 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修等支援事業 

事業名 【No.９（介護分）】介護未経験者等に対す

る研修等支援事業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,260 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 市町村が実施する初任者研修や初任者研修の受講者に対する受

講料補助及び、事業所が実施する初任者研修の受講者に対する補

助に要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・研修参加者数延べ２５０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

初任者研修や初任者研修受講者に対する受講料補助に要する経

費を補助し、初任者研修の修了者の増加を図ることで、介護現場

における基本的な知識・技術を有する職員の確保と資質向上を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

9,260 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,087 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,543 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

4,630 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ） (千円) 

4,630 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

2,420 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

667 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事

業 

（イ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチン

グ機能強化事業） 

事業名 【No.10（介護分）】マッチング機能強化事

業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

31,928 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 ○就職相談会や就職ガイダンス等の実施 

○福祉・介護人材マッチング機能強化事業 
専門員による求職者及び求人事業者に対する相談支援及び入職

後のフォローアップ相談等を行う。また、体験事業を活用し、多

様な人材の促進を図る。 

アウトプット指標 ・福祉の就職ガイダンス等（４回開催） 参加者数７０人 
・就職相談会におけるキャリア支援専門による就職相談件数 

９０件 
・キャリア支援専門員による養成校・ハローワーク訪問（１５

０回）及び施設見学会等（１００回実施） 
・キャリア支援専門員による就職相談件数２，１００件 
・マッチング機能強化事業による就職人数１１０人 
・体験事業利用者数 １０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県福祉人材センターに介護職に特化した専門相談員を配置し、情

報提供、マッチング、フォローアップ等を行うことにより、介護

職への参入促進を図る。 
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事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

31,928 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

21,285 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

10,643 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

31,928 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

21,285 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

21,285 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」の拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受

講等支援事業  

イ 介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一

体的支援事業） 

事業名 【No.11（介護分）】 
介護に関する入門的研修支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,763 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、市町村 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 中高年齢等の介護未経験者が介護職や介護ボランティアに参入

しやすくなるよう、市町村が実施する受入促進セミナーや入門的

研修の実施及び施設等とのマッチングに要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・研修開催数  ２２回 
・研修参加者数 ２００人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市町村において入門的研修等を実施することにより、地域の潜在

的な労働力を掘り起こし、介護職や介護ボランティアへの参入促

進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,763 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,509 

うち過年度残額 

(千円) 

  
都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,254 

うち過年度残額 

(千円) 

  
計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

3,763 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

2,509 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事

業 

事業名 【No.12（介護分）】将来の介護サービスを

支える若年世代の参入促進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,525 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成校 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組や介護の仕

事への理解を促進する取組等、及び留学生に対する日本語指導等

の取組を支援する。 

アウトプット指標 ・対象講座実施回数 ７回／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組や介護の仕

事への理解を促進する取組等、及び留学生に対する日本語指導等

の取組を支援することで、若者世代の介護職に対する理解と参入

の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,525  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

2,350  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

1,175  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

3,525 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）    (千円)  

 

基金充当額 公  うち過年度残額 



132 
 

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

(千円) 

 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,350 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整

備事業 

（イ 外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業） 

事業名 【No.13（介護分）】外国人留学生への奨学

金支給支援事業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

34,800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 令和 7 年度の介護福祉士養成施設の外国人留学生入学者数 60

人 

事業の内容 介護事業者が外国人留学生の学費や居住費を支援する奨学金の

支給に要する経費を支援する。 

アウトプット指標 補助事業実施法人数 7 法人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護事業者が、介護福祉士資格の取得を目指す留学生を支援する

ことにより将来的な介護分野への参入を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

     (千円) 

34,800  

 

基金 国（Ａ）   

 (千円) 

 7,733  

うち過年度残額 

(千円) 

  
都道府県 

（Ｂ） 

   

(千円) 

 3,867  

うち過年度残額 

(千円) 

  
計（Ａ＋

Ｂ） 

   

(千円) 

 11,600 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）    (千円) 

23,200  

 

基金充当額 公  うち過年度残額 
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（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

(千円) 

 

(千円) 

 

民  

(千円) 

7,733 

うち過年度残額 

(千円) 

5,493 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整

備事業 

（外国人留学生留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支

援事業） 

事業名 【No.14（介護分）】外国人介護人材マッチ

ング支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

13,330 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 第 9 期群馬県高齢者保健福祉計画における令和 8 年度末の養成

目標 

・外国人介護福祉士候補者の海外からのマッチング人数（延べ

数） ７２人 

事業の内容 日本語学校に在籍し、県内で介護職として就労を希望する留学生

等と、外国人介護職員の受入を希望する介護施設等及び介護福祉

士養成施設等とのマッチングを支援する。 

アウトプット指標 ・介護福祉士養成施設との合同説明会 ３回 

・介護施設等向け個別説明・相談会 １０回 

・留学生とのマッチング人数 ４０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設等による質の高い人材の安定的な獲得と、介護福祉士養

成施設等による定員充足率の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

13,330  

 

基金 国（Ａ）   

 (千円) 

 8,887  

うち過年度残額 

(千円) 

  
都道府県 

（Ｂ） 

   

(千円) 

4,443  

うち過年度残額 

(千円) 

  
計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

13,330 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

8,887 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

8,887 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（イ 福祉系高校修学資金貸付事業） 

事業名 【No.15（介護分）】介護福祉士修学資金等

貸付（福祉系高校修学資金貸付事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,550 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、介護職を目指す福祉

系高校の学生の増加と卒業後の介護現場への就労・定着を促進す

るための「福祉系高校修学資金」の貸付を実施する。 

アウトプット指標 福祉系高校修学資金貸与者数 17 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

福祉系高校に通い介護福祉士の資格取得を目指す学生に実習経

費等を貸与し、若者の介護分野への参入促進及び定着を促進す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,550  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

2,368  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

1,182  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

          

(千円) 

3,550 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額 公  うち過年度残額 
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（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

(千円) 

 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,368 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（ロ 介護分野就職支援金貸付事業） 

事業名 【No.16（介護分）】介護福祉士修学資金等

貸付（介護分野就職支援金貸付事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,800 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、他業種で働いていた

方等の介護分野における介護職としての参入を促進するための

「介護分野就職支援金」の貸付を実施する。 

アウトプット指標 介護分野就職支援金貸与者数 37 人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護分野での就職を目指す他業種で働いていた方等に再就職に

必要な資金を貸与し、より幅広く新たな介護人材を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

7,800  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

5,200  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

2,600  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

7,800 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注

１） 

民  

(千円) 

5,200 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業） 

事業名 【No.17（介護分）】介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,810 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護関係団体、介護福祉士養成施設等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 ○介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャ

リアアップのための研修等の取組を支援する。 

アウトプット指標 ・研修参加者総数：1,000 名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリ

アアップのための「定着支援」「資質向上」に関する研修等の取

組を支援することで、質の高い介護人材育成及び専門的技術を有

する介護職員養成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

6,810  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

4,540  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

2,270  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

6,810 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

4,540 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
 
  



143 
 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業） 

事業名 【No.18（介護分）】介護人材キャリアアッ

プ研修支援事業（老人福祉施設対策事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

12,500 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 一般社団法人群馬県老人福祉施設協議会（老施協）、群馬県内各

医師会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 ○群馬県老人福祉施設協議会研修事業費補助 
 老施協が実施する、老人福祉施設の施設長及び職員を対象に行

う研修事業（新任職員研修、ICT 活用、苦情対応等）に要した

経費を補助する。 
○群馬県地域医療介護連携感染症予防・対策事業費補助 
 県内医師会が実施する感染予防事業（介護施設等職員を対象と

した介護施設への実地指導、研修等）に要した経費を補助する。 

アウトプット指標 ・群馬県老人福祉施設協議会研修事業 
 研修実施回数 新任職員研修等 18 研修 

 研修延べ参加者数 1,216 人 

・群馬県地域医療介護連携感染症予防・対策事業 
 実地指導 派遣施設数 53 施設／年 

 研修会 実施回数：12 地域×年 3 回 
     延べ参加者数：1,199 人 

アウトカムとアウトプット 施設等福祉施設対策の積極的な推進により、介護人材の定着支
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の関連 援・資質向上を図り、介護職員数及び充足率の改善により入所者

ニーズの高度化・多様化に応える。 
地域における医療と介護との連携を推進するとともに、感染症の

予防・対策に関する介護職員の資質の向上を図り、離職率・職員

充足率の改善を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

12,500  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

8,333  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

     (千円) 

4,167  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

12,500 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

8,333 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業） 

事業名 【No.19（介護分）】 
ぐんま認定介護福祉士養成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,808 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 介護福祉士の意欲向上と職場定着を図るための研修。180時間（17

日間）の研修及び認定試験を実施する。 

アウトプット指標 参加者数延べ９３５名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設・事業所等における介護チームリーダーの養成し、意

欲向上と職場定着を図り、職場環境の改善と県全体の介護の質

の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,808  

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,205 

うち過年度残額 

(千円) 

  
都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,603  

うち過年度残額 

(千円) 

  
計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

10,808 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

7,205 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

7,205 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業） 

事業名 【No.20（介護分）】介護知識・技術普及啓

発事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,343 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 施設職員や県民を対象に、介護技術スキルアップ、介護支援技術、

認知症介護スキルアップ、人材育成の分野に関する講座を開催

し、高齢者ケアに関する専門的な能力・技術の向上を支援する。 

アウトプット指標 ・施設職員の介護知識、技術のレベルアップ支援、県民の介護知

識や技術 
を身につけるための支援として１２講座を開催（参加者数７００

名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

高齢者ケアに関する専門的な能力・技術の向上のため、施設職員

や県民を対象とした人材育成の分野に関する講座を開催するこ

とにより、資質の向上と、職員の離職率を改善することを図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,343  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

2,229 

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県    (千円) うち過年度残額 
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（Ｂ） 1,114  (千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

   (千円) 

3,343 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）       (千円)  

0  

   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民    (千円) 

2,229 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

2,229 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業） 

事業名 【No.21（介護分）】喀痰吸引等研修事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,631 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 ○指導者講習 

介護職員が喀痰吸引等を実施するために受講することが必要な

研修（基本研修・実地研修）の講師を養成する。 

アウトプット指標 ○指導者講習 

研修２回実施 受講者数６４人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

喀痰吸引等の研修を実施する際の講師の養成を実施することに

より、介護従事者の増加と資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

1,631  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

1,087  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

    (千円) 

544  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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1,631  

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

1,087 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

1,087 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（ハ 介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.22（介護分）】介護支援専門員資質向

上事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

86,796 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 「群馬県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱」に基づき開催

する、実務研修、専門研修、再研修、更新研修、主任研修、主任

更新研修の実施に係る経費の一部を指定研修実施機関に対して

補助する。 

アウトプット指標 介護支援専門員実務研修等の企画運営体制を整備し、受講者の経 
験に応じて必要な技術・技能の研鑽を図ることで、介護支援専門 
員の資質向上を図るため、６研修（受講者数１，６００人）を実 
施。受講者全員が到達目標を達成できる。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員に対する研修を実施する研修機関に対し、研修実

施に係る経費の一部を支援することにより、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

86,796  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

2,221  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

1,111  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

   (千円) 

3,332 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ）    (千円) 

83,464  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

   (千円) 

2,221 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（ハ 介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.23（介護分）】介護支援専門員資質向

上事業（地域あんしん生活支援事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,625 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 「群馬県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱」に基づき開催

する、実務研修、専門研修、再研修、更新研修、主任研修、主任

更新研修の実施に係る経費の一部を指定研修実施機関に対して

補助する。 

アウトプット指標 介護支援専門員実務研修等の企画運営体制を整備し、受講者の経 
験に応じて必要な技術・技能の研鑽を図ることで、介護支援専門 
員の資質向上を図るため、６研修（受講者数１，６００人）を実 
施。受講者全員が到達目標を達成できる。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員に対する研修を実施する研修機関に対し、研修実

施に係る経費の一部を支援することにより、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,625 

 

基金 国 

（Ａ） 

(千円) 

937 

うち過年度残額 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

469 

うち過年度残額 

(千円) 

計 

（Ａ＋

(千円) 

1,406 

うち過年度残額 

(千円) 
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Ｂ） 

その他（Ｃ） (千円) 

4,219 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公 (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

民 (千円) 

937 

うち過年度残額 

(千円) 

うち受託事業等（注

２） 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

 （中項目）研修代替要員の確保支援 

 （小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.24（介護分）】代替職員の確保による

実務者研修等支援 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,000 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、介護事業者 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 介護事業者が介護職員等に実務者研修等を受講させる場合、研修

を受講している期間に関する必要な代替職員の任用を支援する。 

アウトプット指標 ・代替職員任用事業所数 ５事業所 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護事業者が介護職員等に実務者研修等を受講させる場合、研修

を受講している期間に関する必要な代替職員の任用を支援する

ことにより、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

1,000  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

667  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

    (千円) 

333  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

   (千円) 

1,000 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

  

民    (千円) 

667 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業） 

事業名 【No.25（介護分）】認知症ケア研修事業

（認知症サポート医等養成） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,212 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 第 9期群馬県高齢者保健福祉計画における令和 8年度末の養成 

目標  

・認知症サポート医：２６５人 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修修了者：１，２００人 
・認知症対応力向上研修受講者数 
歯科医師４８０人、薬剤師７２０人、看護職員１，２５０人、 

 病院勤務の医療従事者１，２８０人 

事業の内容 認知症サポート医の養成・フォローアップ、かかりつけ医認知症

対応力向上、病院勤務の医療従事者向けの認知症対応力向上のた

めの研修、認知症疾患医療センター情報交換会等を実施し、地域

における認知症対応力の向上を図る。 

アウトプット指標 ・認知症サポート医養成研修 養成数１０人 
・認知症サポート医フォローアップ研修 受講者数８０人 
・かかりつけ医認知症対応力向上研修 受講者数８０人 
・認知症対応力向上研修受講者数 
歯科医師６０人、薬剤師６０人、看護職員１６０人、 
病院勤務の医療従事者８０人、病院勤務以外の看護師等６０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症サポート医の養成や、医療従事者に対する認知症対応力向

上研修等により、地域包括ケア構築のための広域的な人材の確

保・育成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

4,212  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

2,807  

うち過年度残額 

(千円)  
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都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

1,405  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

   (千円) 

4,212 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公     (千円) 

530 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民    (千円) 

2,277 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

   (千円) 

2,277 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業） 

事業名 【No.26（介護分）】認知症ケア研修事業 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

3,819 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 認知症専門ケア加算を取得する事業所数 50 事業所 

事業の内容 介護施設・事業所の職員等を対象とした、認知症ケアに関する知

識・技術を習得するための研修の開催や補助 

アウトプット指標 ・認知症ケアに関する研修の実施回数：５回／年 
・認知症対応型サービス事業管理者研修、認知症対応型サービス 
 事業開設 
者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修  
参加者 計１００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設・事業所の職員を対象とした研修会の開催等により、認

知症ケアに携わる人材を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,819  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

2,546  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

1,273  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

   (千円) 

3,819 

うち過年度残額 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

公     (千円) 

201 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注

１） 

民       (千

円) 2,345 

うち過年度残額 

(千円) 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

1,820 

うち過年度残額 

(千円) 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（イ 認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業） 

事業名 【No.27（介護分）】認知症ケア研修事業

（認知症地域支援推進員等） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,095 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 令和８年度末に認知症地域支援推進員を配置する市町村数：３５

市町村 
令和８年度末に認知症初期集中支援チームを配置する市町村数：

３５市町村 

事業の内容 認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員等の研修受講の推

進、市町村職員・認知症地域支援推進員等を対象とした研修、意

見交換会等の開催、認知症サポーターを養成するキャラバン・メ

イト養成、若年性認知症支援の向上のための研修受講、身体拘束

廃止事例検討会の開催 

アウトプット指標 ・認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員研修  
 受講者５０名 
・市町村、認知症地域支援推進員を対象とした研修  
 受講者５０名 
・キャラバン・メイト養成研修 受講者６０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員の研修受講を推進

し、市町村職員、地域支援推進員等の研修会、意見交換会の開催

等により、地域包括ケア構築のための人材の育成、資質の向上、

施策の充実等を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

4,095  

 

基金 国（Ａ） (千円)            

2,304  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県  うち過年度残額 
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（Ｂ）    (千円) 

1,151  

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

3,455 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）     (千円) 

640  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

   (千円) 

1,594 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

    (千円) 

710 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

    (千円) 

710 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

（ロ チームオレンジコーディネーター研修等事業） 

事業名 【No.28（介護分）】チームオレンジコーディ

ネーター研修等事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

328 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度末のチー

ムオレンジ等設置市町村目標数：３５市町村 

事業の内容 コーディネーター研修の講師となるオレンジ・チューターの養成

研修に講師候補者となる者の派遣等を実施する。オレンジ・チュ

ーターを市町村へチームオレンジアドバイザーとして派遣し、市

町村がチームオレンジを設置、運営できるように支援を実施す

る。 

アウトプット指標 ・チームオレンジアドバイザ-派遣回数 ２０回 

・オレンジ・チューター養成研修派遣者数 ２名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

オレンジ・チューター養成研修に講師候補者を派遣し、チームオ

レンジコーディネーター養成研修を実施することにより、地域包

括ケア構築のための人材の育成、資質の向上、施策の充実等を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

328  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

219  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

109  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

    (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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328  

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

    (千円) 

219 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育

成・資質向上事業 

事業名 【No.29（介護分）】地域包括ケア推進 

 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,265 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 ○地域包括ケア推進、在宅医療介護人材育成 

指導者及び職員の資質向上、在宅医療介護人材育成のための

研修等を実施する。 

○医療介護連携のための調整 

 退院調整の際の連携状況等を調査し、調査結果を元に、各圏域

で医療・介護関係者の連携状況等に関する会議・研修を実施する。 

アウトプット指標 ・医療・介護連携を推進するための人材の資質向上 
 市町村担当者向け研修（年２回、受講者計１３０名） 
 意思決定支援に関する医療・介護関係者向け研修（年３回、 
 受講者計１２０名） 
退院調整状況調査の実施（年１回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

関係機関の連携強化を図ることにより、地域包括ケア構築のため

の広域的な人材の養成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

2,265  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

1,510  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

 755  

うち過年度残額 

(千円)  
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計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

2,265 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

   (千円) 670 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

    (千円) 

840 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

    (千円) 

840 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築・推進に資する人材育

成・資質向上事業 

事業名 【No.30（介護分）】地域包括支援センター

機能強化推進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,824 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 ○地域包括支援センター職員研修事業 

・階層別研修（初任者・従事者・現任者・指導者）を実施し、

地域包括支援センターの意義・役割、各専門職が主として行

う業務、他の専門職との連携について理解し、業務の円滑な

実施に資する講義と演習を実施している。 

○自立支援型ケアマネジメント推進事業に係る専門職向け研修 

 事業 

〇自立支援型ケアマネジメント推進事業アドバイザー派遣 

アウトプット指標 ・地域包括支援センター職員研修事業 
 各１回／年、受講者数各５０人 
・自立支援型ケアマネジメント推進事業に係る専門職向け研修 
 各１回／年、受講者数各５０人 
・自立支援型ケアマネジメント推進事業アドバイザー派遣 
 ５０回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・地域包括支援センターの機能強化や関係機関の連携強化を図

ることにより、地域包括支援センターの適切な運営の確保、地域

包括ケア構築のための広域的な人材の養成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

2,824  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

うち過年度残額 

(千円)  
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1,883  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

941  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

2,824 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

    (千円) 

819 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

   (千円) 

1,064 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

1,064 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

（イ 認知症高齢者等権利擁護人材育成事業） 

事業名 【No.31（介護分）】権利擁護人材育成事業 【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,899 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県、市町村、民間団体 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 市民後見人養成等研修受講者数 100 人 

法人後見事業実施団体 16 者 

事業の内容 ・市民後見人養成研修の実施、活動中の市民後見人に対する支

援体制の整備検討、候補者が家裁から選定されるまでの資質

の向上や意欲の向上を図るためのフォローアップ研修の開

催、法人後見支援等の権利擁護人材育成 

・成年後見制度に関する行政職員への専門研修の実施 

アウトプット指標 ・市民後見人養成研修の実施 ４市町村 

・法人後見立ち上げ支援事業の支援対象団体：２団体 

アウトカムとアウトプット

の関連 

養成研修を含む市民後見人に対する支援体制の構築や、法人後

見団体に対する人材育成及び体制整備を支援することで、地域に

おける権利擁護人材の育成及び資質の向上を図るもの。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,899 

 

基金 国（Ａ） (千円) 

5､305 

うち過年度残額 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

2,652 

うち過年度残額 

(千円) 

計（Ａ＋ (千円) うち過年度残額 
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Ｂ） 
7,957 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

6,942 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公 (千円) 

2,320 

うち過年度残額 

(千円) 

民 (千円) 

2,985 

うち過年度残額 

(千円) 

うち受託事業等（注

２） 

(千円) 

2,985 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

（ロ 介護相談員育成に係る研修支援事業） 

事業名 【No.32（介護分）】介護相談員育成に係る

研修支援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

322 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 研修参加者数 ７人 

事業の内容 市町村が実施する介護サービス相談員派遣事業を推進するため、

相談員養成研修の受講費の一部を補助する。 

アウトプット指標 都道府県やボランティアの養成に取り組む公益団体等が介護相

談員を育成 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護サービス相談員養成研修の受講費の一部を補助することに

より研修参加者を増やし、介護相談員の登録者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

322  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

161  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

81  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

    (千円) 

242 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）     (千円) 

80  

 

基金充当額

（国費）に

公  

    (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注

１） 

161  

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.33（介護分）】介護予防の推進のため

の指導者育成事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,446 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言語聴覚士会連絡協議会、

群馬県作業療法士会等 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 ・介護予防事業及び地域ケア会議を推進するリハ職を養成する

ための研修会 参加専門職数 １００人 

事業の内容 市町村の実施する介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ

専門職を育成するための研修の開催及び研修修了者のデータベ

ース化を行い、市町村等への人材派遣体制を構築する。 

アウトプット指標 ・介護予防事業及び地域ケア会議を推進するリハ職を養成する

ための研修会 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職育成のため

の研修の実施及び研修終了者の人材派遣体制を構築することに

より、地域包括ケア構築のための広域的な人材の養成、資質の向

上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,446  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

2,297  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

1,149  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

3,446 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

    (千円) 

2,297 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

2,297 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護施設等における防災リーダー等養成支援事業 

事業名 【No.34（介護分）】介護施設等における防

災リーダー養成等支援事業 
【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,842 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 ・介護職員等向けの防災訓練の実施 

・介護施設等からの防災に関する相談に関する窓口の設置 

アウトプット指標 ・福祉避難所モデル訓練の実施 

・相談窓口における相談対応件数 １２０件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

・訓練の開催と相談窓口における相談対応を通じて、介護施  

 設等の職員の防災知識の習得やスキルアップを支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

4,842  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

3,228  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

   (千円) 

1,614  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

4,842 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）      (千円) 

0  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

     (千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注

１） 

民  

   (千円) 

3,228 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

3,228 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）外国人介護人材研修支援事業 

事業名 【No.35（介護分）】外国人介護人材研修支

援事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,312 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

事業の内容 技能実習生及び特定技能により就労する外国人に対し、介護技能

と日本語能力の更なる向上を目指すための研修を実施する。ま

た、外国人介護人材の受入れ制度や雇用管理等に関して、管理者

等向けの講座を開催する。 

アウトプット指標 日本語研修受講者 ６０名 

講座参加者数 １３０名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設で働く外国人に対する研修を実施することや、外国人介

護人材の円滑な受入・適切な雇用管理等に関する講座を開催し、

介護事業者を支援することで、介護人材の参入促進と職場定着支

援を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

2,312  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

1,541  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

771  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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2,312  

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

76 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

   (千円) 

1,465 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

1,465 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 
（イ 介護職員に対する悩み相談窓口設置事業） 

事業名 【No.36（介護分）】介護職員に対する悩み

相談窓口設置事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,964 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 介護職員の職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を運営

し、介護の知識と現場経験を有する相談員が、仕事に関する悩

みや不安等に関する相談に応じる。 

アウトプット指標 悩み相談窓口相談受付件数 300 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護職員を対象とした相談窓口を運営し、介護の知識と現場経

験を有する相談員が、仕事に関する悩みや不安等に関する相談

に応じることで、介護職員の精神的負担の軽減による離職防止

と職場定着の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,964  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

2,643  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

      (千円) 

1,321  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ）       (千円) 

3,964 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

      (千円) 

2,643 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

      (千円) 

2,643 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

（イ 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業） 

事業名 【No.37（介護分）】福祉マンパワーセンタ

ー事業（福祉・介護人材定着支援セミナー

事業） 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

86 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 求人事業者を対象とした人材定着に資するセミナーの実施 

アウトプット指標 ・定着支援･採用力向上セミナー（１回開催） 
アンケートによる参加者満足度の改善を図る。 
参考になった９０％の獲得。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

求人事業者を対象とした人材定着に資するセミナーを実施す

ることにより、介護従事者の定着支援・採用力の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

86  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

57  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

   (千円) 

29  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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86  

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

   (千円) 

57 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

57 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

 （イ 管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業） 

事業名 【No.38（介護分）】雇用管理改善方策普

及・促進事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,983 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 介護関係団体や介護事業者等が行う雇用管理改善のための取組

の支援を行うほか、介護施設・事業所に専門家派遣等を行うこ

とにより、課題解決を支援する。 

アウトプット指標 ・講座実施回数 ４回（参加者延 200 名） 

・介護事業者における雇用管理改善の推進（アドバイザー１名配 
 置、コンサル派遣 22 回） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護関係団体や介護事業者等が行う雇用管理改善のための取組

に対する支援や、介護事業所等に課題解決のための専門家派遣等

を行うことにより、介護従事者の定着支援を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

4,983  

 

基金 国（Ａ）  

   (千円) 

3,322  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

   (千円) 

1,661  

うち過年度残額 

(千円)  
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計（Ａ＋

Ｂ） 

 

   (千円) 

4,983 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

   (千円) 

3,322 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

   (千円) 

3,322 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 
（ハ 介護生産性向上推進総合事業） 

事業名 【No.39（介護分）】介護生産性向上総合相

談センター設置事業 
 

【総事業費 

（計画期間の総

額）】 

8,246 円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和７年４月１日～令和８年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護職員数の需要見込数が最大となる 2040 年を見据え介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善  

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 介護生産性向上総合相談センターを設置し、介護職員の生産性向

上による職場環境改善を図る。 

アウトプット指標 介護生産性向上総合相談センターにおける相談対応件数 100件 

伴走支援事業所数 ３件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

生産性向上による職場環境改善に取り組む事業所を介護生産性

向上総合相談センターが支援することで、介護人材の定着支援を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

8,246  

 

基金 国（Ａ）  

    (千円) 

5,461  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

    (千円) 

2,730  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ）     (千円) 

8,191 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

55 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注

１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

    (千円) 

5,461 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等

（注２） 

(千円) 

5,461 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 
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(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修

支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援

事業） 

事業名 【No.40（介護分）】 
介護人材キャリアアップ研修支援事業（若年

がん患者在宅療養支援に携わる介護人材養

成研修） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

940 千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 介護人材の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数の増、介護

支援専門員の資質向上) 

第９期群馬県高齢者保健福祉計画における令和８年度の介護職

員需要数 40,428 人 

介護サービス従業者の離職率の改善   

令和５年度介護労働実態調査 10.4％ 

事業の内容 ○介護支援専門員等を対象としたキャリアアップ研修 

研修会を開催し、介護支援専門員等介護人材に対して若年がん患

者という特殊な立場の方に行う医療的ケアに係る専門的な技術

や、他職種協働のために必要となる知識等の習得を図る。 

アウトプット指標 ・介護支援専門員の技術向上 
 養成研修（年２回、受講者各 30 名）、ブラッシュアップ研修

（年１回受講者 30 名） 
・介護サービス事業所の資質向上   
養成研修（年 1 回､受講者 100 名) 

アウトカムとアウトプット

の関連 

若年末期がん患者への介護サービス提供に関わる介護人材の養

成、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

940 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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627 0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

313 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

940 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

627 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

627 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合

は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 
(2) 事業の実施状況 

別紙 1「事後評価」のとおり。 

 
 
 
 


